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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
 (注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３ 従業員数は就業人員をもって記載しております。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第２四半期連結
累計期間

第25期
第２四半期連結

累計期間

第24期
第２四半期連結

会計期間

第25期 
第２四半期連結 

会計期間
第24期

会計期間

自 平成21年
  １月１日 
至 平成21年 
  ６月30日

自 平成22年
  １月１日 
至 平成22年 
  ６月30日

自 平成21年
  ４月１日 
至 平成21年 
  ６月30日

自 平成22年 
  ４月１日 
至 平成22年 
  ６月30日

自 平成21年
  １月１日 
至 平成21年 
  12月31日

売上高 (百万円) 96,244 89,199 55,143 48,041 204,225 

経常利益 (百万円) 2,847 3,136 2,707 820 7,454 

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,878 1,758 1,796 392 2,413 

純資産額 (百万円) ― ― 42,089 56,832 40,073 

総資産額 (百万円) ― ― 164,815 172,832 168,365 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,059.73 1,175.98 1,022.15 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 50.23 42.18 48.03 8.54 64.52 

自己資本比率 (％) ― ― 24.1 31.6 22.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,548 4,659 ― ― △37,098

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △9,291 △12,817 ― ― 21,974 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 8,201 9,744 ― ― △277

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― ― 48,230 21,888 31,505 

従業員数 (名) ― ― 589 606 576 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1) 連結会社の状況 

 
 (注) 従業員数は就業人員をもって表示しており、正社員・嘱託・受入出向者等の人数であります。また、このほか

に派遣社員等の臨時社員がおりますが、これらの当第２四半期連結会計期間の平均人員を( )にて外数で表示

しております。臨時社員とは、プロジェクト推進のための技術者及びFPSO等のオペレーションに要するクルー

等の操業要員といった一時的な雇用関係にある社員です。臨時社員の人数は、プロジェクトの進行状況及びオ

ペレーションの操業状況により変動いたします。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員をもって表示しており、正社員・嘱託・受入出向者等の人数であります。また、このほ

かに派遣社員等の臨時社員がおりますが、これらの当第２四半期会計期間の平均人員を( )にて外数で表示

しております。臨時社員とは、プロジェクト推進のための技術者等の要員であります。臨時社員の人数は、

プロジェクトの進行状況により変動いたします。 

２ 従業員数は、当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含めて表示しております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 606 (1,830)

 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 83 (14)
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第２四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額は、FPSO、FSO及びTLPの設計・建造・据付並びにその他の工事にかかる完成工事高であります。

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当第２四半期連結会計期間における受注実績をサービス別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の他に、持分法適用関連会社及び持分法適用非連結子会社の「リース、チャーター及びオペレーショ

ン」に関する当社持分相当の受注残高は122,341百万円であります。 

  
(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績をサービス別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

 
  (注)１ 該当期において売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

    ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

サービス別 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

完成工事高 41,340 84.9 

合計 41,340 84.9 

サービス別 受注高(百万円) 前年同四半期比(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比(％)

建造工事 30,202 391.0 27,929 17.6 

リース、チャーター 
及びオペレーション 

1,751 245.6 164,765 118.8 

その他 1,713 105.7 625 ―

合計 33,667 334.7 193,321 65.0 

サービス別 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

建造工事 41,340 84.9 

リース、チャーター及びオペレーション 4,917 100.5 

その他 1,783 116.2 

合計 48,041 87.1 

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

GUARA MV23 B.V.  
―

(注)１ 
―

(注)１ 16,611 34.6 

TUPI PILOT MV22 B.V. 11,279 20.5 9,049 18.8 

BP EXPLORATION (ANGOLA) LTD. 9,022 16.4 8,649 18.0 

JUBILEE GHANA MV21 B.V. 13,461 24.4 
― 

(注)１ 
―

(注)１ 

GAS OPPORTUNITY MV20 B.V. 10,898 19.8 
― 

(注)１ 
―

(注)１ 
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当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありませ

ん。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。 
  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、失業率が高水準に止まるなど雇用情勢に厳しさは

残るものの、輸出の増加や経済対策等の効果によって企業収益が改善し、景気には持ち直しの動きが見

られました。  

 海外では、失業率の高止まりやギリシャの財政危機による信用収縮が懸念される欧米に対して、中国

やインドでは内需を中心とした景気の拡大が続き、これらの国に対する輸出増加の恩恵を受けたアジア

地域では総じて景気の回復が見られております。  

 景気の回復につれてエネルギー需要が拡大するとの見通しを背景に、原油価格は一時80米ドル／バレ

ル台に上昇いたしました。安定的な供給を確保するための新規油田開発に対する期待も高まっており、

当社グループが特化する浮体式海洋石油・ガス生産設備に関わる事業は今後の拡大が期待されます。 

こうした状況のもと、当第２四半期連結会計期間の連結業績は、PETROBRAS社向けFPSO建造工事の設

計変更等により受注高が33,667百万円（前年同期比234.7％増）となりました。売上高は、FPSOの建造

工事の進捗と関係会社が提供するチャーター及びオペレーションサービスなどにより48,041百万円（前

年同期比12.9％減）となりました。 

利益面では、FPSOの建造工事の順調な進捗やFPSOのリース事業を行っている持分法適用関連会社によ

る安定的な持分法投資利益を計上したものの、円高の進行による為替の影響と関連会社向けのFPSOの建

造工事による利益のうち900百万円以上を未実現利益として消去したことにより、経常利益は820百万円

（前年同期比69.7％減）、四半期純利益は392百万円（前年同期比78.2％減）となりました。  
  

当第２四半期連結会計期間におけるサービス別の売上高は、次のとおりです。  

① 建造工事  

PETROBRAS社向けFPSO建造工事並びにBP Angola PSVM FPSO及びTullow Jubilee FPSOの建造工事

等の進捗により、工事進行基準による建造工事の売上高は41,340百万円（前年同期比15.1％減）と

なりました。 

② リース、チャーター及びオペレーション  

次の各プロジェクトにおけるサービスの提供により、チャーター及びオペレーションの売上高は

4,917百万円（前年同期比0.5％増）となりました。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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＜当社グループ保有設備のチャーターサービス＞ 

FSO Ta'Kuntah (PEMEX社向け、メキシコ)  

FPSO Jasmine Venture MV７ (PEARL社向け、タイ) 

FPSO MV８ Langsa Venture (BLUE SKY社向け、インドネシア) 

FPSO Baobab Ivoirien MV10 (CNR社向け、コートジボアール) 

FPSO MODEC Venture 11 (SANTOS社向け、オーストラリア) 

FSO Rong Doi MV12 (KNOC社向け、ベトナム) 

FPSO Cidade do Rio de Janeiro MV14 (PETROBRAS社向け、ブラジル) 

FSO Cidade de Macae MV15 (PETROBRAS社向け、ブラジル) 

FPSO Stybarrow Venture MV16 (BHPBP社向け、オーストラリア) 

FSO Rang Dong MV17 (JVPC社向け、ベトナム) 

FPSO Cidade de Niteroi MV18（PETROBRAS社向け、ブラジル） 

FPSO Song Doc Pride MV19（TSJOC社向け、ベトナム） 

＜客先保有設備のオペレーションサービス＞ 

FPSO Fluminense (SHELL社向け、ブラジル) 

FPSO Pyrenees Venture（BHPB社向け、オーストラリア） 

③ その他  

当社グループが建造し、石油会社へ売り渡したFPSO等のアフターサービスとして、部品供給やエ

ンジニアリングサポート等のサービスを提供いたしました。  

 これらの売上高は1,783百万円（前年同期比16.2％増）となりました。 

  
   当第２四半期連結会計期間における所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 

当地域の売上高は、当社のPETROBRAS社向けFPSO建造工事を中心に18,153百万円（前年同期比

342.6％増）となり、営業利益は319百万円（前年同期比48.3％減）となりました。 

② アジア 

当地域の売上高は、在シンガポール各社がリース、チャーター及びオペレーションサービスを提

供し2,729百万円（前年同期比21.6％増）となり、営業利益は141百万円（前年同期比27.5％増）と

なりました。 

③ 中南米 

当地域の売上高は、CANTARELL FSO INC., S.A. DE C.V.社のチャーター業務が所定のサービスを

提供し220百万円（前年同期比10.2％減）となりました。なお、当第２四半期連結会計期間はオペ

レーション要員の人件費上昇等により、オペレーションサービスの採算が悪化し、営業損失が36百

万円（前年同期は営業損失47百万円）となりました。 

④ 北米 

当地域の売上高は、MODEC INTERNATIONAL, INC.社においてブラジル、西アフリカ海域向けのチ

ャーターに供するFPSOの建造工事を中心に26,938百万円（前年同期比44.5％減）となり、営業損失

は63百万円（前年同期は営業利益111百万円）となりました。 

  
(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の資産の状況は、主に連結範囲の変更に伴い、売掛金を中心とした資

産項目が減少した一方で、持分法適用関係会社向けの貸付金が増加したことにより、前連結会計年度

末比4,467百万円増加して172,832百万円となりました。 

負債は、買掛金が増加する一方で、連結範囲の変更に伴い、借入金を中心とした負債項目が減少し

たことにより、前連結会計年度末比12,291百万円減少して115,999百万円となりました。  

純資産は、第三者割当増資による資本金及び資本剰余金の増加ならびに利益剰余金の増加等によ

り、前連結会計年度末比16,758百万円増加して56,832百万円となりました。  
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、主として売上債権の回収と仕入債務

の支払いの時期のバランスが変動したことによって、営業活動によるキャッシュ・フローが減少した

ことから第１四半期連結会計期間末と比較して5,811百万円減少し、21,888百万円（前年同期は

48,230百万円）となりました。 

 当第２四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの概況は次のとおりです。 
  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは3,249百万円の支出（前年同期は7,824百万円の支出）となり

ました。これはFPSO等の建造工事に係わる売上債権の回収時期と買掛金の支払い時期のバランスによ

る変動であります。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

FPSO等の建造工事費用の一部を関連会社向けに貸付けしたことにより、投資活動によるキャッシ

ュ・フローは、8,216百万円の支出（前年同期は2,000百万円の支出）となりました。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金の返済を進めた一方で、第三者割当の実行による資金調達を行った結果、財務活動によ

るキャッシュ・フローは、6,797百万円の収入（前年同期は1,423百万円の収入）となりました。 

  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  
(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は175百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 第三者割当 発行価格 1,732円 資本組入額 866円 

      割当先 三井造船株式会社 4,509千株、三井物産株式会社 4,491千株 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 102,868,000 

計 102,868,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 46,408,000 46,408,000 
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は100株であります

計 46,408,000 46,408,000 ― ―

年月日

発行済株式 

総数増減数 

(千株)

発行済株式 

総数残高 

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高 

(百万円)

資本準備金 

増減額 

(百万円)

資本準備金 

残高 

(百万円)

平成22年４月６日(注) 9,000 46,408 7,794 20,185 7,794 20,915 
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(6) 【大株主の状況】 

  平成22年６月30日現在 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
（注） 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式25株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

三井造船株式会社 東京都中央区築地５－６－４ 23,251 50.10 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１－２－１ 6,957 14.99 

資産管理サービス信託銀行株式会社（年金信
託口） 

東京都中央区晴海１－８－１２ 811 1.74 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１１ 798 1.72 

スカンジナビスカ エンシルダ バンケン 
ノルウエジアン レジデンツ 
（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行決
済事業部） 

SERGEN TORG ２ S－１０６ ４０
STOCKHOLM，SWEDEN 
（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

689 1.48 

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ 
ロンドン エス エル オムニバス アカウント 
（常任代理人 株式会社みずほコーポレート
銀行決済営業部） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区月島４－１６－１３） 

629 1.35 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信
託口） 

東京都港区浜松町２－１１－３ 588 1.26 

モルガンスタンレーアンドカンパニーインタ
ーナショナルピーエルシー 
（常任代理人 モルガン・スタンレーMUFG証
券株式会社） 

25 CABOT SQUARE,CANARYWHARF,  
LONDON E14 4QA, U.K. 
（東京都渋谷区恵比寿４－２０－３ 
恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

526 1.13 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口９） 

東京都中央区晴海１－８－１１ 493 1.06 

双日株式会社 東京都港区赤坂６－１－２０ 431 0.92 

計 ― 35,176 75.79 

  平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式        600 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 46,403,200 464,032 ―

単元未満株式 普通株式     4,200 ― ―

発行済株式総数 46,408,000 ― ―

総株主の議決権 ― 464,032 ―

― 10 ―



  

② 【自己株式等】 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。  

  

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
 三井海洋開発株式会社 

東京都千代田区霞が関
三丁目２番１号 600 ― 600 0.00 

計 ― 600 ― 600 0.00 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 2,029 1,800 1,692 1,810 1,697 1,484 

最低(円) 1,738 1,576 1,519 1,682 1,420 1,215 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年１月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第２四半期

連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年１

月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任あずさ監査法人によ

り四半期レビューを受けております。 

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22

年７月１日をもって有限責任あずさ監査法人となりました。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について

― 12 ―



１ 【四半期連結財務諸表】 

(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

    当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 

(平成21年12月31日) 
要約連結貸借対照表

資産の部 
 流動資産 
  現金及び預金 21,888 31,505
  売掛金 69,900 86,704
  たな卸資産 ※１ 745 ※１ 833
  短期貸付金 27,317 2,046
  その他 8,900 6,747
  貸倒引当金 △78 △104

  流動資産合計 128,673 127,732
 固定資産 
  有形固定資産 
   機械装置及び運搬具（純額） ※２ 768 ※２ 872
   その他（純額） ※２ 537 ※２ 643

   有形固定資産合計 1,305 1,516
  無形固定資産 
   のれん 3,416 3,673
   その他 3,317 3,598
   無形固定資産合計 6,733 7,272
  投資その他の資産 
   投資有価証券 15,078 14,693
   長期貸付金 18,190 14,292
   その他 2,855 2,860
   貸倒引当金 △4 △3

   投資その他の資産合計 36,119 31,843
  固定資産合計 44,158 40,632
 資産合計 172,832 168,365

負債の部 
 流動負債 
  買掛金 69,200 56,144
  短期借入金 10,945 27,180
  1年内返済予定の長期借入金 12,141 16,147
  未払費用 2,974 3,294
  未払法人税等 1,924 764
  前受金 1,692 2,014
  賞与引当金 52 72
  役員賞与引当金 4 13
  保証工事引当金 2,508 2,334
  受注工事損失引当金 2 －
  その他の引当金 182 28
  その他 400 2,541
  流動負債合計 102,030 110,535
 固定負債 
  長期借入金 8,790 13,472
  退職給付引当金 155 146
  長期未払金 328 412
  その他 4,694 3,724
  固定負債合計 13,969 17,755
 負債合計 115,999 128,291
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(単位：百万円)

   当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 

(平成21年12月31日) 
要約連結貸借対照表

純資産の部 
 株主資本 
  資本金 20,185 12,391
  資本剰余金 20,915 13,121
  利益剰余金 20,576 19,249
  自己株式 △1 △1

  株主資本合計 61,675 44,761
 評価・換算差額等 
  その他有価証券評価差額金 △10 △6
  繰延ヘッジ損益 △543 △1,327
  為替換算調整勘定 △6,547 △5,191

  評価・換算差額等合計 △7,101 △6,525
 少数株主持分 2,258 1,838
 純資産合計 56,832 40,073

負債純資産合計 172,832 168,365
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(2) 【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

  
前第２四半期連結累計期間 

 至 平成21年６月30日) 
(自 平成21年１月１日

当第２四半期連結累計期間 

 至 平成22年６月30日) 
(自 平成22年１月１日

売上高 96,244 89,199

売上原価 92,013 83,758

売上総利益 4,230 5,440

販売費及び一般管理費 ※ 3,729 ※ 3,396

営業利益 501 2,043

営業外収益 
 受取利息 810 654
 受取配当金 2 2
 為替差益 499 －
 持分法による投資利益 1,215 944
 デリバティブ評価益 － 139
 その他 478 177
 営業外収益合計 3,007 1,919

営業外費用 
 支払利息 422 292
 為替差損 － 441
 その他 239 92
 営業外費用合計 661 827

経常利益 2,847 3,136

特別利益 
 固定資産処分益 － 141
 特別利益合計 － 141

特別損失 
 関係会社清算損 64 －

 特別損失合計 64 －

税金等調整前四半期純利益 2,782 3,277

法人税、住民税及び事業税 886 1,611

過年度法人税等 － 159

法人税等調整額 △283 △777

法人税等合計 603 993

少数株主利益 300 525

四半期純利益 1,878 1,758
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

  
前第２四半期連結会計期間 

 至 平成21年６月30日) 
(自 平成21年４月１日

当第２四半期連結会計期間 

 至 平成22年６月30日) 
(自 平成22年４月１日

売上高 55,143 48,041

売上原価 52,608 46,344

売上総利益 2,535 1,696

販売費及び一般管理費 ※ 1,756 ※ 1,396

営業利益 778 299

営業外収益 
 受取利息 410 345
 受取配当金 2 2
 為替差益 867 －
 持分法による投資利益 671 439
 デリバティブ評価益 － 272
 その他 327 129
 営業外収益合計 2,278 1,189

営業外費用 
 支払利息 230 149
 為替差損 － 447
 その他 120 71
 営業外費用合計 350 669

経常利益 2,707 820

特別利益 
 固定資産処分益 － 8
 特別利益合計 － 8

特別損失 
 関係会社清算損 64 －

 特別損失合計 64 －

税金等調整前四半期純利益 2,642 828

法人税、住民税及び事業税 599 654

過年度法人税等 － △6

法人税等調整額 49 △456

法人税等合計 648 192

少数株主利益 197 244

四半期純利益 1,796 392
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

  
前第２四半期連結累計期間 

 至 平成21年６月30日) 
(自 平成21年１月１日

当第２四半期連結累計期間 

 至 平成22年６月30日) 
(自 平成22年１月１日

営業活動によるキャッシュ・フロー 
 税金等調整前四半期純利益 2,782 3,277
 減価償却費 662 574
 のれん償却額 137 114
 貸倒引当金の増減額（△は減少） 185 △20
 退職給付引当金の増減額（△は減少） 0 9
 役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △9
 保証工事引当金の増減額（△は減少） 630 248
 受注工事損失引当金の増減額（△は減少） － 2
 長期未払金の増減額（△は減少） － △83
 受取利息及び受取配当金 △813 △657
 支払利息 422 292
 為替差損益（△は益） △709 279
 関係会社清算損益（△は益） 64 －
 持分法による投資損益（△は益） △1,215 △944
 デリバティブ評価損益（△は益） － △139
 固定資産処分損益（△は益） － △141
 売上債権の増減額（△は増加） △18,005 △13,938
 たな卸資産の増減額（△は増加） △47 57
 仕入債務の増減額（△は減少） 17,102 15,697
 未収消費税等の増減額（△は増加） 22 120
 その他 1,024 830
 小計 2,242 5,568
 利息及び配当金の受取額 799 716
 利息の支払額 △944 △281
 法人税等の支払額 △548 △1,344

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,548 4,659

投資活動によるキャッシュ・フロー 
 有形及び無形固定資産の取得による支出 △665 △271
 有形及び無形固定資産の売却による収入 － 846
 関係会社株式の取得による支出 △2,010 △0
 短期貸付金の増減額（△は増加） △6,807 △13,560
 長期貸付けによる支出 △5,175 －
 長期貸付金の回収による収入 5,003 167
 その他 364 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △9,291 △12,817

財務活動によるキャッシュ・フロー 
 短期借入金の純増減額（△は減少） 9,884 △4,747
 長期借入れによる収入 7,243 0
 長期借入金の返済による支出 △8,017 △723
 株式の発行による収入 － 15,588
 配当金の支払額 △326 △373
 少数株主への配当金の支払額 △582 －
 その他 － △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー 8,201 9,744

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,054 △1,255

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,512 330

現金及び現金同等物の期首残高 44,718 31,505

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） 

－ △9,948

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 48,230 ※ 21,888
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間  
(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項の変更 

(1)連結の範囲の変更 

前連結会計年度において、連結子会社でありましたJUBILEE GHANA MV21 B.V.は、持分比率の低下が確実と

なったため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。 

(2)変更後の連結子会社の数 

   21社 

２ 持分法の適用に関する事項の変更 

(1)持分法適用非連結子会社 

 ①持分法適用非連結子会社の変更 

前連結会計年度において連結子会社でありましたJUBILEE GHANA MV21 B.V.は、持分比率の低下が確実とな

ったために、また、持分法非適用非連結子会社であったGUARA MV23 B.V.は重要性が増したことにより、それ

ぞれ第１四半期連結会計期間より持分法適用非連結子会社となりました。 

 ②変更後の持分法適用非連結子会社の数 

   ２社 

(2)持分法適用関連会社 

 ①持分法適用関連会社の変更 

前連結会計年度において持分法適用非連結子会社でありましたTUPI PILOT MV22 B.V.は、持分比率が低下

したことにより、第１四半期連結会計期間より持分法適用関連会社となりました。 

 ②変更後の持分法適用関連会社の数 

   14社 

３ 会計処理基準に関する事項の変更 

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、主として工期が１年を超え、かつ請負金額が10億円以上

の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期

連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。  

 なお、これによる損益への影響はありません。 
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【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

 当第２四半期連結会計期間において、「デリバティブ評価益」は営業外収益総額の100分の20を超えたため、

当第２四半期連結累計期間においても区分掲記することといたしました。なお、前第２四半期連結累計期間の営

業外収益の「その他」に含まれる「デリバティブ評価益」は237百万円であります。 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりまし

た「デリバティブ評価損益(△は益)」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記するこ

ととしております。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に

含まれる「デリバティブ評価損益(△は益)」は△237百万円であります。 

  

 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

 当第２四半期連結会計期間において、「デリバティブ評価益」は営業外収益総額の100分の20を超えたため、

当第２四半期連結会計期間において区分掲記することといたしました。なお、前第２四半期連結会計期間の営業

外収益の「その他」に含まれる「デリバティブ評価益」は184百万円であります。 

 

当第２四半期連結累計期間  
(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日) 

固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。 
 

当第２四半期連結累計期間  
(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日) 

税金費用の計算 

税金費用に関しては、一部の連結子会社において、主として当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度

の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 
 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日)

該当事項はありません。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 
  

当第２四半期連結会計期間末  
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成21年12月31日) 

※１ たな卸資産 

 

材料及び貯蔵品 36百万円

仕掛工事 708百万円

合計 745百万円
 

※１ たな卸資産 

 

材料及び貯蔵品 36百万円

仕掛工事 797百万円

合計 833百万円
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,401百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,275百万円 

 

３ 偶発債務 

   連結子会社以外の関係会社の金融機関からの借

入金及び契約履行に対し債務保証を行っておりま

す。 

３ 偶発債務 

   連結子会社以外の関係会社の金融機関からの借

入金及び契約履行に対し債務保証を行っておりま

す。 

 
上記のうち外貨による保証金額はUS$787百万で

あります。  

 また、上記のほか持分法適用関連会社及び持分

法適用非連結子会社の金利スワップ取引について

債務保証を行っております。当該スワップの時価

は以下のとおりであります。 

MODEC VENTURE 10 B.V. 398百万円

MODEC VENTURE 11 B.V. 531百万円

RONG DOI MV12 PTE LTD. 1,600百万円

ESPADARTE MV14 B.V. 251百万円

PRA-1 MV15 B.V. 185百万円

STYBARROW MV16 B.V. 283百万円

OPPORTUNITY MV18 B.V. 527百万円

SONG DOC MV19 B.V. 243百万円

GAS OPPORTUNITY MV20 B.V. 13,756百万円

JUBILEE GHANA MV21 B.V. 17,782百万円

TUPI PILOT MV22 B.V. 34,165百万円

MODEC VENTURE 10 B.V. △132百万円

RONG DOI MV12 PTE LTD． △216百万円

ESPADARTE MV14 B.V. △475百万円

PRA-1 MV15 B.V.  △702百万円

STYBARROW MV16 B.V.  △688百万円

RANG DONG MV17 B.V. △550百万円

SONG DOC MV19 B.V. △204百万円

GAS OPPORTUNITY MV20 B.V. △2,015百万円

JUBILEE GHANA MV21 B.V. △1,757百万円

TUPI PILOT MV22 B.V. △6,697百万円

 
上記のうち外貨による保証金額はUS$766百万で

あります。  

 また、上記のほか持分法適用関連会社及び持分

法適用非連結子会社の金利スワップ取引について

債務保証を行っております。当該スワップの時価

は以下のとおりであります。 

MODEC VENTURE 10 B.V. 414百万円

MODEC VENTURE 11 B.V. 785百万円

RONG DOI MV12 PTE LTD. 1,816百万円

ESPADARTE MV14 B.V. 261百万円

PRA-1 MV15 B.V. 193百万円

STYBARROW MV16 B.V. 294百万円

OPPORTUNITY MV18 B.V. 546百万円

SONG DOC MV19 B.V. 253百万円

GAS OPPORTUNITY MV20 B.V. 20,681百万円

TUPI PILOT MV22 B.V. 45,304百万円

 

MODEC VENTURE 10 B.V. △187百万円

MODEC VENTURE 11 B.V. △3百万円

RONG DOI MV12 PTE LTD． △235百万円

ESPADARTE MV14 B.V. △462百万円

PRA-1 MV15 B.V.  △559百万円

STYBARROW MV16 B.V.  △567百万円

RANG DONG MV17 B.V. △445百万円

SONG DOC MV19 B.V. △221百万円

GAS OPPORTUNITY MV20 B.V. △2,693百万円

TUPI PILOT MV22 B.V. △4,026百万円
  

４ 連結財務諸表提出会社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行６行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。 

   当第２四半期連結会計期間末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。 

   

貸出コミットメントの総額 US$ 110百万

借入実行残高 US$  ―百万

差引額 US$ 110百万

４ 連結財務諸表提出会社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。 

   当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま

す。 

   

貸出コミットメントの総額 US$ 110百万

借入実行残高 US$ 25百万

差引額 US$  85百万
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(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(自  平成21年１月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

 給与・賞与 1,558百万円

 賞与引当金繰入額 31百万円

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

 給与・賞与 928百万円

 賞与引当金繰入額 25百万円

 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

 給与・賞与 786百万円

 賞与引当金繰入額 3百万円

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 

 給与・賞与 326百万円

 賞与引当金繰入額 7百万円

 

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 48,230百万円

現金及び現金同等物 48,230百万円

 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 21,888百万円

現金及び現金同等物 21,888百万円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日 

 至  平成22年６月30日) 

１  発行済株式の種類及び総数 

 
  

  

２  自己株式の種類及び株式数 

 
  

  

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高 

 該当事項はありません。 

  

  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
  

  

５  株主資本の著しい変動に関する事項 

当社は、平成22年４月６日付で、三井造船株式会社及び三井物産株式会社より第三者割当増資の払込

みを受けました。この結果、当第２四半期連結会計期間において資本金が7,794百万円、資本準備金が

7,794百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が20,185百万円、資本剰余金が

20,915百万円となっております。 

  

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 46,408,000 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 625 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 374 10.00 平成21年12月31日 平成22年３月31日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年８月12日 
取締役会 

普通株式 522 11.25 平成22年６月30日 平成22年９月13日 利益剰余金
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当社グループは、浮体式石油生産設備の建造及びこれに関連する各種サービスを提供する単一の事業を

展開しているため、記載を省略しております。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

(1)アジア……………シンガポール 

(2)中南米……………メキシコ 

(3)北米………………米国 

(4)その他の地域……オランダ、リベリア 

３ 消去又は全社の項目に計上されるのは、セグメント間の連結仕訳のみであります。 

４ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２（2）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っています。この変更に伴い、従来の

方法によった場合と比較して、第２四半期連結会計期間の「北米」の営業利益が60百万円減少しておりま

す。 

  

 
日本 

(百万円)
アジア 
(百万円)

中南米 
(百万円)

北米 
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円)

売上高      

(1)外部顧客 
  に対する 
   売上高 

4,101 2,243 245 48,552 ― 55,143 ― 55,143

(2)セグメン 
   ト間の内 
   部売上高 
   又は振替 
   高 

756 1,200 ― 535 ― 2,492 ( 2,492) ―

計 4,857 3,444 245 49,088 ― 57,636 ( 2,492) 55,143

営業利益又 
は営業損失 
(△) 

617 110 △47 111 △3 788 (   9) 778
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当第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

(1)アジア……………シンガポール 

(2)中南米……………メキシコ 

(3)北米………………米国 

(4)その他の地域……オランダ、ガーナ 

３ 消去又は全社の項目に計上されるのは、セグメント間の連結仕訳のみであります。 

４ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３ 会計処理基準に関する事項の変

更、完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より完成工事

売上高及び完成工事原価の計上基準を変更しております。なお、これによる損益への影響はありません。 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 

  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

(1)アジア……………シンガポール 

(2)中南米……………メキシコ 

(3)北米………………米国 

(4)その他の地域……オランダ、リベリア 

３ 消去又は全社の項目に計上されるのは、セグメント間の連結仕訳のみであります。 

４ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２（2）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っています。この変更に伴い、従来の

方法によった場合と比較して、第２四半期連結累計期間の「北米」の営業利益が123百万円減少しておりま

す。 

  

 
日本 

(百万円)
アジア 
(百万円)

中南米 
(百万円)

北米 
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円)

売上高      

(1)外部顧客 
  に対する 
   売上高 

18,153 2,729 220 26,938 ― 48,041 ― 48,041

(2)セグメン 
   ト間の内 
   部売上高 
   又は振替 
   高 

798 170 ― 9,733 178 10,880 ( 10,880) ―

計 18,951 2,899 220 36,672 178 58,921 ( 10,880) 48,041

営業利益又 
は営業損失 
(△) 

319 141 △36 △63 36 397 (     97) 299

 
日本 

(百万円)
アジア 
(百万円)

中南米 
(百万円)

北米 
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円)

売上高      

(1)外部顧客 
  に対する 
   売上高 

7,620 4,159 496 83,967 ― 96,244 ― 96,244

(2)セグメン 
   ト間の内 
   部売上高 
   又は振替 
   高 

1,344 1,505 ― 1,358 ― 4,208 ( 4,208) ―

計 8,964 5,664 496 85,326 ― 100,452 ( 4,208) 96,244

営業利益又 
は営業損失 
(△) 

267 48 △96 181 △6 395 106 501
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当第２四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日) 

  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

(1)アジア……………シンガポール 

(2)中南米……………メキシコ 

(3)北米………………米国 

(4)その他の地域……オランダ、ガーナ 

３ 消去又は全社の項目に計上されるのは、セグメント間の連結仕訳のみであります。 

４ 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３ 会計処理基準に関する事項の変

更、完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より完成工事

売上高及び完成工事原価の計上基準を変更しております。なお、これによる損益への影響はありません。 

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 
  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。  

(1)アジア……………インドネシア、ベトナム、タイ 

(2)アフリカ…………アンゴラ、ガーナ、コートジボアール 

(3)オセアニア………オーストラリア 

(4)中南米……………ブラジル、メキシコ  

(5)北米………………米国  

(6)その他……………ロシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 
日本 

(百万円)
アジア 
(百万円)

中南米 
(百万円)

北米 
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円)

売上高      

(1)外部顧客 
  に対する 
   売上高 

19,264 5,330 460 64,143 ― 89,199 ― 89,199

(2)セグメン 
   ト間の内 
   部売上高 
   又は振替 
   高 

1,688 638 ― 10,178 225 12,731 ( 12,731) ―

計 20,953 5,969 460 74,322 225 101,930 ( 12,731) 89,199

営業利益又 
は営業損失 
(△) 

574 164 △84 1,414 20 2,088 (     44) 2,043

 アジア アフリカ オセアニア 中南米 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,323 23,530 4,776 25,070 263 43 55,007

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― ― 55,143

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 2.4 42.7 8.7 45.4 0.5 0.1 99.8
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当第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 
  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。  

(1)アジア……………インドネシア、ベトナム、タイ 

(2)アフリカ…………アンゴラ、ガーナ、コートジボアール 

(3)オセアニア………オーストラリア 

(4)中南米……………ブラジル、メキシコ  

(5)北米………………米国  

(6)その他……………ロシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年６月30日) 
  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。  

(1)アジア……………インドネシア、ベトナム、タイ 

(2)アフリカ…………アンゴラ、ガーナ、コートジボアール 

(3)オセアニア………オーストラリア 

(4)中南米……………ブラジル、メキシコ  

(5)北米………………米国  

(6)その他……………ロシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日) 
  

 
 (注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。  

(1)アジア……………インドネシア、ベトナム、タイ 

(2)アフリカ…………アンゴラ、ガーナ、コートジボアール 

(3)オセアニア………オーストラリア 

(4)中南米……………ブラジル、メキシコ  

(5)北米………………米国  

(6)その他……………ロシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 アジア アフリカ オセアニア 中南米 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,662 13,622 2,722 29,600 133 102 47,843

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― ― 48,041

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 3.5 28.3 5.7 61.6 0.3 0.2 99.6

 アジア アフリカ オセアニア 中南米 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,333 37,494 8,392 47,283 528 57 96,090

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― ― 96,244

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 2.4 39.0 8.7 49.1 0.5 0.1 99.8

 アジア アフリカ オセアニア 中南米 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,458 29,213 5,320 51,382 366 243 88,985

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― ― 89,199

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 2.8 32.7 6.0 57.6 0.4 0.3 99.8
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(有価証券関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年６月30日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年６月30日) 

対象物の種類が通貨及び金利であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなって

おり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

   通貨関連 
 

（注）１ 時価の算定方法 

       金融機関より提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては、注記の対象から除いております。 

３ 上記契約額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

注記の対象となる事項はありません。 

  

  

(企業結合等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

注記の対象となる事項はありません。 

  

  

対象物 
の種類

取引の種類
契約額等

契約額等の
うち１年超 

時  価 評価損益

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

通貨

為替予約取引   

 買  建   

  米 ド ル 1,818 ― 1,769 △48

  売  建   

   米 ド ル 16,264 ― 15,559 705 

通貨スワップ取引   

  受取（日本円） 
  支払（米ドル） 5,400 2,500 542 542 

合  計 23,482 2,500 17,871 1,199 

金利・通貨

金利通貨スワップ取引   

 受取変動（日本円） 
 支払固定（米ドル） 1,156 1,059 45 45 

合  計 1,156 1,059 45 45 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
  
２  １株当たり四半期純利益金額 

第２四半期連結累計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年12月31日)

  

 1,175円98銭
 

1,022円15銭

(自  平成21年１月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 50円23銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 
 

１株当たり四半期純利益金額 42円18銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目 (自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,878 1,758 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,878 1,758 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,407 41,683 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 48円03銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

１株当たり四半期純利益金額 8円54銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,796 392 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,796 392 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,407 45,912 
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(重要な後発事象) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

 該当事項はありません。 

  

  

(リース取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年６月30日) 

注記の対象となる事項はありません。 

  

  

平成22年８月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

 (1)中間配当による配当金の総額  522百万円 

 (2)１株当たりの金額       11円25銭 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年８月13日

三井海洋開発株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三

井海洋開発株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成

21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井海洋開発株式会社及び連結子会社の平

成21年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結累計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用し

ている。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  本  敬  久  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  柿  沼  幸  二  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成22年８月13日

三井海洋開発株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三

井海洋開発株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成

22年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井海洋開発株式会社及び連結子会社の平

成22年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  宮 本 敬 久  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  柿 沼 幸 二  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年８月13日 

【会社名】 三井海洋開発株式会社 

【英訳名】 MODEC，INC． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長  山 田 健 司 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区霞が関三丁目２番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役会長 山田健司は、当社の第25期第２四半期(自 平成22年４月１日 至 平成22年６

月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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